
国 住備 第 ９２ ６号

平成２７年１月３０日

各都道府県・政令市住宅主務部長 殿

国土交通省住宅局住宅総合整備課長

公営住宅建替事業の施行要件等について

公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）第３５条におい

ては、地方公共団体は、公営住宅の整備促進又は居住環境の整備のため必要がある

ときは、公営住宅建替事業を施行するように努めなければならないものとされてお

ります。

本制度については、平成２６年７月までの地方分権改革に関する提案募集に対す

る「平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成２７年１月３０日閣

議決定。以下「対応方針」という。）において、「公営住宅建替事業の施行に係る

市街地要件（除却すべき公営住宅が市街地の区域又は市街化が予想される区域内の

一定規模以上の土地に集団的に存していることを必要とするもの）（法３６条１号）

については、除却すべき公営住宅が都市計画区域外等の郊外にある場合を一律に排

除する趣旨ではないことを、地方公共団体に通知する。」とともに「公営住宅建替

事業の施行に係る戸数要件（新たに整備すべき公営住宅の戸数が除却すべき公営住

宅の戸数以上であることを必要とするもの）（法３６条３号）については、地域の

公営住宅に対するニーズが減少している場合には、居住者の再入居を保障すること

を前提に、同号の「特別の事情」に該当し、新たに整備すべき公営住宅の戸数が入

居者の存する戸数を超えていれば足りることを、地方公共団体に通知する。」とさ

れたほか、「公営住宅の建替えについては、公営住宅建替事業の施行に係る現地要

件（公営住宅の存していた土地の全部又は一部の区域に、新たに公営住宅を建設す

ることを必要とするもの）（法２条１５号）を満たさない事業についても、事業主

体において円滑な施行が可能となるよう、引き続き財政面の支援など必要な措置を

講ずる。」とされたところです。

以上を踏まえ、法第３６条第１号及び第３号の解釈並びに法第２条第１５号の運

用について下記のとおり整理しましたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言として通知いたします。

なお、貴管内事業主体（政令市を除く。）に対しても、周知頂きますようお願い

いたします。



記

一 法第３６条第１号要件（市街地要件）

法第３６条第１号においては、公営住宅建替事業の施行要件の一つとして、「公

営住宅建替事業により除却すべき公営住宅が市街地の区域又は市街化が予想され

る区域内の政令で定める規模以上の一団の土地に集団的に存していること。」と

規定されているところです。

この点、「公営住宅建替事業により除却すべき公営住宅が市街地の区域又は市

街化が予想される区域内」に存している場合とは、「公営住宅建替事業により除

却すべき公営住宅が都市計画区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

５条）外等の郊外にある場合」を一律に排除する趣旨ではありません。

二 法第３６条第３号要件（戸数要件）

法第３６条第３号においては、公営住宅建替事業の施行要件の一つとして、「公

営住宅建替事業により新たに整備すべき公営住宅の戸数が当該事業により除却す

べき公営住宅の戸数以上であること。ただし、当該土地の区域において道路、公

園その他の都市施設に関する都市計画が定められている場合、当該土地の区域に

おいて新たに社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第六十二条第一項に規

定する社会福祉施設又は公共賃貸住宅を整備する場合その他特別の事情がある場

合には、当該除却すべき公営住宅のうち次条第一項の承認の申請をする日におい

て入居者の存する公営住宅の戸数を超えれば足りる。」と規定されているところ

です。

この点、「地域の公営住宅に対するニーズが減少している場合」についても、

当該公営住宅の居住者の再入居を保障し、かつ、公営住宅の本来の入居対象者で

ある低額所得者層への供給に支障が生じないことを前提に、「その他特別の事情

がある場合」として解することが可能です。

三 法第２条第１５号要件（現地要件）

法第２条第１５号においては、公営住宅建替事業の施行要件の一つとして、「現

に存する公営住宅（第七条第一項又は第八条第一項若しくは第三項の規定による

国の補助を受けて建設又は買取りをしたものに限る。）を除却し、又は現に存す

る公営住宅及び共同施設（第七条第一項若しくは第二項又は第八条第一項若しく

は第三項の規定による国の補助を受けて建設又は買取りをしたものに限る。）を

除却するとともに、これらの存していた土地の全部又は一部の区域に、新たに公

営住宅を建設し、又は新たに公営住宅及び共同施設を建設する事業（新たに建設

する公営住宅又は新たに建設する公営住宅及び共同施設と一体の公営住宅又は共

同施設を当該区域内の土地に隣接する土地に新たに整備する事業を含む。）でこ

の法律で定めるところに従つて行われるものをいい、これに附帯する事業を含む

ものとする。」と規定されているところです。

こうした要件による公営住宅建替事業に該当しない、公営住宅の別地への建替

え（非現地建替え）を行う場合であっても、当該公営住宅の建設費用のみならず、



居住機能を誘導する区域内への建替えに係る一定の要件を満たす除却・移転費用

について、公営住宅建替事業を行う場合と同様、社会資本整備総合交付金等によ

る財政支援の対象とすることが可能です。

＜参考＞ 主な関連通知一覧

・公営住宅法の一部を改正する法律等の運用について（平成８年８月３０日住総発

第１３５号）

・公営住宅建替事業の施行要件について（平成２３年６月３０日国住備第８６号）

・公営住宅建替事業の施行要件について（平成２５年６月２７日国住備第５８号）


